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【要約】財務諸表監査における職業的懐疑心の概念に関する研究  
 
堀古秀徳 
 
1. 本研究の目的と背景  
 本研究の目的は、財務諸表監査における職業的懐疑心の概念について、今日までに
明らかにされてきた事柄を整理するとともに、今後の実験・実証研究の実施に向けた
概念的基礎を提示することである。  
 今日、財務諸表監査の担い手である監査人は、監査業務を行うにあたり、適切な水
準の職業的懐疑心を保持し、それを発揮することが強く求められている。しかし、職
業的懐疑心の概念は、未だ十分な定義がなされておらず、監査研究上、その定義は各
研究者によって区々であることが指摘されている。また、特に海外では職業的懐疑心
に関する実験・実証研究がこれまで盛んに実施されてきているが、定義が統一されて
いないことに起因して、それらの研究成果を単純に比較することが困難な状態である
ことも指摘されている。したがって、職業的懐疑心の概念を明確に定義することが、
この領域の研究を発展させていくために必要な課題となっている。  
 
2. 本研究の位置づけ 
 日本における職業的懐疑心についての先行研究は、大きく次の 8 つに分類すること
ができる。すなわち、①監査基準（特にアメリカ）を基礎とした研究、②監査人の処
分事例を基礎とした研究、③実務経験を基礎とした研究、④最近の議論の動向を紹介
する資料、⑤疑う対象に関する研究、⑥疑う方法に関する研究、⑦疑う程度に関する
研究、および⑧職業的懐疑心の影響要因に関する研究、である。ただし、これらの先
行研究は、（1）ここ 10 年の間に実施されるようになった、（2）現時点では特定の研究
者によって実施されている、（3）アメリカの監査基準を中心とした制度研究が中心で
ある、（4）アーカイバルデータや質問表を用いた実験・実証研究がほとんどなされて
いない、といった特徴がある。日本における研究がこのような状況にある中で、筆者
は本研究を、今後の実験・実証研究の実施に向けた基礎的概念研究として位置付けて
いる。 
 
3. 本論文の構成 
本論文の構成と内容は、以下の通りである。初めに、第 1 章では、監査基準におけ
る職業的懐疑心の意義を明らかにするために、特にアメリカでの議論を中心に、その
歴史的経緯の振り返りを行っている。アメリカでは、財務諸表監査が法定化されてか
ら監査基準に職業的懐疑心という用語が登場するまでに約 40 年を費やし、そこから現
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在に至るまでにさらに約 40 年が経過している。この間、職業的懐疑心という概念は、
財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす不正の検出に対する監査人への社会的期待に
応じて登場し、その後も後を絶たない不正な財務報告事例の発生に伴い、その重要性
がますます強調されてきた。監査基準では、これまで一貫して、経営者の誠実性に関
連付けて職業的懐疑心が説明されてきた。特に、2002 年に公表されたアメリカ監査基
準書第 99 号以降の監査基準は、経営者の誠実性について予断を持たない（すなわち、
経営者が誠実であるとも不誠実であるとも仮定しない）中立の見解と、何もなければ
経営者は不誠実であると推定する（すなわち、もし経営者が不正を実行するとすれば
どこでどのように実行するかと考えることから始める）推定的疑念の見解が併存して
いる状態である。いずれにせよ、監査基準は、職業的懐疑心という用語を通じて、財
務諸表に重要な虚偽の表示が存在する可能性に常に注意し、疑う精神を忘れず、入手
した監査証拠を、その証拠の源泉にかかわらず、批判的に評価すべきであることを監
査人に要求しているといえる。  
次に、第 2 章では、監査人と経営者の利害対立と職業的懐疑心の関係を考察してい
る。監査人と経営者は、基本的には「財務諸表の適正表示」という目標に向けて協力
し合う関係にあるが、経営者は時としてその関係を自ら破壊する行動を起こすことが
ある。監査理論上、職業的懐疑心の必要性が否定されないことは明らかであるが、監
査人と経営者による協力関係の構築を重視するのか、あるいは経営者による関係の破
壊の可能性を重視するのかによって、基本的な疑いの程度は異なるだろう。現在のと
ころは、前者を重視する立場に立脚するとともに、職業的懐疑心の見解としては中立
の見解を基本とすることが健全であるように思われるが、実際には単一の見解にこだ
わり過ぎることなく、状況に応じて疑いの程度を柔軟に変化させることが望ましいと
考える。 
 続いて、第 3 章では、財務諸表監査の失敗を引き起こした監査人に対する処分の内
容を考察している。現実問題として、重要な虚偽の表示を含む財務諸表に対して監査
人が無限定適正意見を表明してしまう事例が後を絶たず、その原因として、規制当局
は、問題のあった監査人が適切な水準の職業的懐疑心を保持していなかったことを挙
げている。そこで、ここではアメリカと日本の事例を用いた調査の結果を比較し、財
務諸表監査の失敗の根本原因を探ろうと試みた。結論として、調査期間や国の違いに
かかわらず、失敗箇所が類似していることは明らかにできたものの、公表資料の性質
に起因する限界により、今回の分析では監査人が当該失敗を引き起こした根本原因ま
では明らかにできなかった。監査人が財務諸表に存在していた重要な虚偽の表示を看
過してしまったのは、そもそもそこに存在していた問題を認識していなかったからな
のか、あるいは問題は認識していたが、その後に適切な対応を取らなかった（または
取れなかった）からなのか。結果は同じであったとしても、この差は重要であると思
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われる。したがって、この部分については今後の検討課題としたい。  
 第 4 章では、前章で明らかにすることができなかった検討課題に関連して、監査人
の職業的懐疑心の水準に影響を及ぼす要因を明らかにするために、海外の先行研究の
内容を概観している。日本では未だ、職業的懐疑心の影響要因に関する研究はほとん
どなされていないが、アメリカを始めとする海外では、関連する研究が既に 1980 年代
には登場しており、これまでにこの領域の実験・実証研究が数多く実施されている。
ただし、個々の影響要因についての研究結果を見れば、結果が一貫しているものもあ
れば、相反する結果が混在しているものや、現時点では研究が不足しているものもあ
る。その意味では、職業的懐疑心という研究領域は、今後もさらに研究が進展してい
く余地があると言える。 
 最後に、第 5 章では、第 4 章で取り上げた多くの影響要因の中から、監査経験に着
目して考察している。監査経験が職業的懐疑心の水準に及ぼす影響については、先行
研究の結果が混在していることが指摘されていた。本章での検討の結果、筆者はそれ
が各研究で取り扱っている経験の種類が異なっていることに起因するものであると結
論付けた。そして、その中でも筆者が監査人の職業的懐疑心と特に関連していると考
えたのは、不正に特有の経験である。ただし、これらの関係に取り組んだ先行研究は
少ない。実務上も重要視されている監査経験と職業的懐疑心を結び付けているこの領
域の研究は、今後も取り組む価値があると考えている。 
 
 
